
基準値 目標値 達成

20年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 28年度

94% 92.6% 91.3% 94.1% 93.6% 92.0% 100%

100% 100% 100% 100% 100%

基準 目標 達成

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 28年度

496件 458件 445件 926件 1,188件 1,531件 1,188件

前年度
以上

前年度
以上

前年度
以上

前年度
以上

前年度
以上

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

47.2% 53.6% 42.7% 37.7%
参考指標

建築物のバリアフリー化
が進んだと思う人の割合

実績値

測定指標

1.バリアフリーの認知度
※インターネットによりサ
ンプル2,500人を対象に
「あなたはバリアフリーと
いう言葉とその意味を知っ
ていますか」という質問を
したもののうち「知ってい
る」、「どちたかといえば
知っている」と回答したも
のを実績値として調査を

実施

実績値

未達成

年度ごとの目標値

2.各年度の調査結果の活
用状況の検証

（ホームページ（ＨＰ）アク
セス数）

施策の進捗状況（実績）

達成

年度ごとの目標

執行額（百万円） 3 2 2

施策に関係する内閣の重
要政策（施政方針演説等
のうち主なもの）

特になし

繰越し等（c）

合計（a＋b＋c） 5 5 5

予算の
状況
（百万
円）

当初予算（a） 5 5 5 4

補正予算（b）

施策の概要
社会全体のバリアフリー・ユニバーサルデザインに関する取組を一層推進するため、「バリアフリー・ユニ
バーサルデザイン推進要綱」に基づき、その推進に関して功績のあった者に対する表彰による優れた取
組の普及・啓発の促進を図る。

達成すべき目標 バリアフリー・ユニバーサルデザイン推進要綱に基づく施策を着実に推進する。

施策の予算額・執行額等

区分 26年度 27年度 28年度 29年度

平成28年度実施施策に係る政策評価書
（内閣府28－39（政策12－施策④））

政策名 共生社会実現のための施策の推進

施策名 バリアフリー・ユニバーサルデザイン推進に関する広報啓発、調査研究等



施策の分析

政策評価を行う過程にお
いて使用した資料その他
の情報

「バリアフリー・ユニバーサルデザインに関する意識調査」（平成29年3月内閣府調査）

担当部局名
政策統括官（共生
社会政策担当）

　作成責任者名 参事官　相川哲也 政策評価実施時期 平成29年８月

測定指標２のホームページアクセス数は、目標を達成したものの、バリアフ
リー認知度１００％を目指しているが、目標達成には至っていないため、上記
判断とした。

【平成２８年度施策の具体的内容】
　バリアフリー・ユニバーサルデザインの推進に関して顕著な功績又は功労のあった者に対し、内閣総理
大臣及び内閣府特命担当大臣から表彰を実施。また、施策を推進するため、多様なバリアフリー・ユニ
バーサルデザインの関係者に活用されるよう調査内容を設定し、さらに、年代別の認知度を把握し、効果
的な広報・啓発活動に活かしていくため、「バリアフリー・ユニバーサルデザインに関する意識調査」を実
施。
　表彰については、その取組を事例集としてとりまとめ、ＨＰに掲載することにより、広く地方公共団体や国
民一般等に周知するとともに、併せて、受賞結果がマスコミに取り上げられ、また受賞団体が独自のＨＰ
に掲載し、公表するなどの効果もあり、バリアフリーの認知度にあっては、92％を達成したものの、目標未
達となった。
　意識調査については、その結果をＨＰに掲載することにより、地方公共団体におけるバリアフリー・ユニ
バーサルデザイン推進のための普及啓発活動に活用されていることからＨＰアクセス数は目標であった
前年度以上を達成したと考えられる。
　今後も引き続き認知度100％を目指していく必要があることから、表彰を実施し、事例をＨＰに掲載するこ
とにより、バリアフリー・ユニバーサルデザインに関する優れた取組を広く情報提供し、更なる普及・啓発を
行っていく。また、多様なバリアフリー・ユニバーサルデザインの関係者に十分活用されるよう、調査内容
を検討し、引き続き目標達成に努めることとする。

【測定指標の分析】
○測定指標１については目標未達となった。
・バリアフリー認知度１００％を目指したが、表彰に関する広報・啓発が十分ではなく、昨年と同じ方法での
広報を行っていたため、普及が少なく未達となった。
○測定指標２については目標を達成した。
・調査結果をホームページに掲載し様々な活用されたことが、指標の達成に寄与したと考えられる。

次期目標等への
反映の方向性

【施策】
　引き続き来年度以降も本施策を継続する。なお施策のバリアフリー・ユニバーサルデザイン推進功労者
表彰の広報・啓発については、来年度においてＳＮＳ（ソーシャルネットワークサービス）の活用等、効果的
な情報発信を検討していくとともに、調査研究事業においては、バリアフリー・ユニバーサルデザインの推
進のための多様なバリアフリー・ユニバーサルデザインの関係者に活用されるよう調査内容を検討し設定
していくこととする。

【測定指標】
○測定指標１についてはバリアフリー・ユニバーサルデザイン推進功労者表彰の広報・啓発について改善
を図る。
　・平成28年度施策では、充分な広報・啓発を行うことはできなかった。これを克服するためには、効果的
な広報・啓発活動が重要であることから、来年度においてＳＮＳを活用した情報発信等を推進していく。
○測定指標2については、引き続き目標達成に努めることとする。
・これまで順調に施策が進展してきたところ、調査研究結果の有用性、活用状況の検証という測定指標の
有用性を検討しつつ、引き続き、地方公共団体始め広く国民に情報提供し、その活用を促進することとす
る。

学識経験を有する者の知
見の活用

バリアフリー・ユニバーサルデザイン推進功労者表彰では、バリアフリー・ユニバーサルデザインに関する
有識者で構成する、選考委員会において意見を聴取している。

評
価
結
果

目標達成度合いの
測定結果

（各行政機関共通区分） 進展が大きくない

（判断根拠）



基準値 目標値 達成

27年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 32年度

①4,117
人
②
670,140
人
（平成27
年中）

平成24
年中
①4,438
人
②
829,830
人

平成25
年中
①4,373
人
②
785,867
人

平成26
年中
①4,113
人
②
715,487
人

平成27年
中
①4,117
人
②
670,140
人

平成28
年中
①3,904
人
②
622,757
人

①2,500
人
②
500,000
人

目標値
の達成

目標値
の達成

目標値
の達成

目標値
の達成

目標値
の達成

基準 目標 達成

27年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 28年度

43.6% - 40.3% 41.2% 43.6% 46.0% 70%

- 90.0% 95.0% 70.0% 70.0%

基準 目標 達成

27年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 28年度

77.7% 88.7% 80.2% 81.1% 77.7% 79.3% 90%

90.0% 95.0% 98.0% 90.0% 90.0%

施策の進捗状況（実績）

未達成

年度ごとの目標

測定指標

1.第10次交通安全基本計
画の道路交通の安全につ
いての目標
①24時間死者数
②死傷者数

実績値

未達成

年度ごとの目標値

2.春・秋の全国交通安全
運動を始めとした施策が、
交通安全に対する国民へ
の意識向上に役立ってい
ると思う人の割合

施策の進捗状況（実績）

未達成

年度ごとの目標

3.自動車の運転、自転車
の運転や歩行の際に、交
通事故を起こさない、交通
事故に遭わない行動をし
ていると思う人の割合

執行額（百万円） 110 110 67

施策に関係する内閣の重
要政策（施政方針演説等
のうち主なもの）

平成22年1月2日　福島みずほ内閣府特命担当大臣年頭の談話
平成30年を目途に、交通事故死者数を半減させ、これを2,500人以下とし、世界一安全な道路交通の実
現を目指す

繰越し等（c）

合計（a＋b＋c） 127 116 75

予算の
状況
（百万
円）

当初予算（a） 127 116 75 83

補正予算（b）

施策の概要

  交通安全対策基本法（昭和45年法律第110号）に基づき策定された「第10次交通安全基本計画」（平成
28年３月11日中央交通安全対策会議決定）では、平成28年度から平成32年度までの５年間に講ずべき
交通安全に関する施策の大綱を定めている。同基本計画に基づき、国の関係行政機関及び地方公共団
体においては、交通の状況や地域の実態に即して、交通の安全に関する施策を具体的に定め、これを強
力に推進する。また、内閣府においては、道路交通の安全に関する調査研究の推進を図るとともに、交
通安全思想の普及・啓発を図り、交通ルールの遵守と正しいマナーの実践を習慣付けるため「春・秋の全
国交通安全運動」、「交通指導員等交通ボランティア支援事業」などの各種事業を、関係省庁・都道府県・
政令指定都市・関係団体等と連携を図りつつ推進する。

達成すべき目標
   第10次交通安全基本計画の各種交通安全施策を実施することにより、安全で安心な社会の実現を図
るための交通安全の確保に努める。

施策の予算額・執行額等

区分 26年度 27年度 28年度 29年度

平成28年度実施施策に係る政策評価書
（内閣府28－41（政策１２－施策⑥））

政策名 共生社会実現のための施策の推進

施策名 交通安全対策の総合的推進



24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

施策の分析

【平成２８年度に実施した具体的施策】
  第10次交通安全基本計画の道路交通の安全についての目標は達成できなかったが、昨年、死者数
は、昭和24年以来67年ぶりに4千人を下回り、また、交通事故発生件数及び負傷者数は12年連続で減少
するなど、これまでの各種施策については一定の効果は認められる。
　しかし、高齢化の進展に伴い、高齢者の交通事故死者数の割合は全死者数の半数を超えて過去最悪
を更新している。また、高齢運転者による死亡事故が相次いで発生したことから、高齢運転者による交通
事故防止対策について関係行政機関における更なる対策の検討を促進し、その成果等に基づき早急に
対策を講じるため、交通対策本部の下に関係省庁局長級を構成員とする「高齢運転者交通事故防止対
策ワーキングチーム」を設置して検討を進めており、本年6月を目途に全体的な取りまとめを行うこととし
ている。
　交通安全に対する国民の意識向上を図るため、春及び秋の全国交通安全運動期間中、関係省庁、地
方自治体及び関係団体と協力し新聞、ラジオ、インターネット等による広報活動を推進した。
　自動車の運転、自転車の運転や歩行の際に交通事故を起こさない、交通事故に遭わない行動をしてい
ると思う人の割合の向上させるため、地域の交通指導員に対して、地域住民の交通安全意識の啓発や、
交通事故防止のための街頭活動・交通安全教育の資質の向上を図ったほか、平成28年10月、交通安全
フォーラムを内閣府、和歌山県及び和歌山市の共催で「みんなにやさしい自転車の安全運転～ルールを
守ろう、もしもにそなえよう～」をテーマとして開催した。

【測定指標の分析】
○測定指標１については未達成となった。
・高齢者の人口当たりの交通事故死者数は減少しているものの、交通事故死者のうち高齢者は2,138人
であり、その占める高齢者の割合は過去最高となったことが主な要因として考えられる。

○測定指標２は未達成となった。
・全年齢における実績値が46.0%であるのに対し、10代から40代の実績値は30%台と低くなっており、相対
的に若い年代の意識が低い傾向にあることが主な要因として考えられる。

○測定指標３は未達成となった。
・全年齢における実績値が79.3 %であるのに対し、20代、30代の実績値は60%台と低くなっており、相対的
に若い年代の意識が低い傾向にあることが主な要因として考えられる。

関係自
治体等
への調
査結果
の成果
物の還

元

関係自
治体等
への調
査結果
の成果
物の還

元

- -

評
価
結
果

目標達成度合いの
測定結果

（各行政機関共通区分） 進展が大きくない

（判断根拠）

  平成28年中の24時間死者数及び負傷者数については、第10次交通安全基
本計画に基づき、各種施策を総合的に推進してきた結果、基準年である平成
27年に比べともに減少（▲213人、▲47,383人）し、昭和24年以来67年ぶりに4
千人を下回ったが、同計画の目標値の達成には至らなかった。
　広報啓発事業については、「インターネットによる共生社会に関する意識調
査結果」（H29．2月実施：内閣府）によると、測定指標である「春・秋の全国交
通安全運動を始めとした施策が、交通安全の意識向上に役立っていると思う
人の割合」は、46.0%と25年度以降増加傾向にあるものの、目標値の達成に
は至らなかった。
　また、測定指標「自動車の運転、自転車の運転や歩行の際に、交通事故を
起こさない、交通事故に遭わない行動をしていると思う人の割合」について
は、79.3%と比較的高い数値を示しており、昨年度に比べ1.6ポイント増加した
ものの、こちらも目標値の達成には至らなかった。
　いずれも一定の成果を上げているものの、目標値の達成に至らなかったこ
とから、上記判断とした。

参考指標
調査研究結果の有用性、
活用状況の検証

実績値

-



政策評価を行う過程にお
いて使用した資料その他
の情報

平成28年における交通事故の発生状況

担当部局名
政策統括官（共生
社会政策担当）

　作成責任者名 金子　健 政策評価実施時期 平成29年８月

次期目標等への
反映の方向性

【施策】
　引き続き来年度以降も本施策を継続する。第10次交通安全基本計画の道路交通の安全についての目
標の達成に向けて、高齢運転者による交通事故防止を含めた交通安全対策を総合的に推進する。また、
春・秋の全国交通安全運動等の広報啓発活動を積極的に取り組み、国民の交通安全意識の改善を図
る。
【測定指標】
○測定指標１については引き続き目標達成に努めることとする。
・来年度は、昨年、高齢運転者（特に75歳以上）による死亡事故が相次いで発生したことを踏まえ、平成
28年11月に設置した「高齢運転者交通事故防止対策ワーキングチーム」における検討結果を踏まえ、具
体的な高齢運転者の交通事故防止対策を検討する。
・地域における高齢者安全運転の普及を促進するため、シルバーリーダー及び地域の高齢者に影響力
のある者等を対象とした参加・体験・実践型の講習会の開催し、高齢者の安全運転に必要な知識の習得
と指導力の向上を図り、高齢者交通安全教育の継続的な推進役の養成に努める。

○測定指標２については引き続き目標達成に努めることとする。
・春・秋の全国交通安全運動の実施に当たっては、事前に、運動の趣旨、実施期間、運動重点、実施計
画等について広く国民に周知する。
・効果的な運動を実施するため、関係省庁、地方公共団体及び民間団体並びに交通ボランティアの参加
促進を図り、参加・体験・実践型の交通安全教室の開催等により、交通事故を身近なものとして意識させ
る交通安全活動を促進する。
・10代から40代の意識が低いことから、来年度は、内閣府で行っている交通ボランティア育成事業、交通
指導員ブロック講習会、各自治体の交通主管課長会議の場において、同実態について周知し、同世代に
対する効果的な働き掛けによる意識付けを図って行くこととする。

○測定指標３については引き続き目標達成に努めることとする。
・交通ボランティア養成事業を通じて交通安全をテーマに三世代が交流する交通安全教室を開催するな
ど、交通安全思想の普及・啓発活動を実施する。
・交通フォーラムの実施において、開催地域の交通事情に関して検知を有する学識経験者、研究者等を
招き、当該地域における最適な交通安全対策に関する講演やパネルディスカッションを展開することによ
り、交通安全の重要性を訴え、国民の交通安全意識の向上を図る。

学識経験を有する者の知
見の活用

─


